
インド企業省による取締役に係る KYC フォーム提出の通知

In brief 

インド企業省（The Ministry of Corporate Affaires）は、 2018 年 7 月 5 日付 Notice (以下、通

知。）で 、全てのインド企業の取締役（非居住者取締役を含む）に対して 2018 年 8 月 31 日までに

DIR-3 KYC（以下、KYC）と呼ばれる eForm を用いて各取締役に関する情報を登録することを義務

付けました。これはインド企業省が取締役の情報を把握するために導入したもので、今後は毎年 4
月 30 日までに同フォームを用いて登録情報を更新する必要があります。 

当該通知の主要な内容は以下の通りです。

•毎年 3 月 31 日時点に DIN（Director Identification Number）が割り当てられた取締役は、

同年 4 月 30 日までに KYC フォームを提出する必要があります。 
•導入初年度の措置として、2018 年 3 月 31 日以前に DIN が割り当てられた取締役について

は、2018 年 8 月 31 日までに KYC フォームを提出する必要があります。 
•各取締役は、各自のデジタル署名（DSC）を使用して、KYC フォームを提出する必要があり

ます。

•本フォームが期日までに提出されない場合、現在の DIN が失効する可能性があります。

• KYC フォームには、以下の書類の添付が必要です。

1. 住居証明書のコピー

2. アーダール番号のコピー（インド国籍者の場合）

3. パスポートのコピー

本件に関しましてご不明点などございましたら、以下の担当者までお知らせください。

【デリー/グルガオン事務所】 

ディレクター 古賀 昌晴 （ムンバイ兼務）
Direct: +91 (0)124 330 6531 / Mobile: +91 (0) 9650388830 
Email: masaharu.koga@pwc.com 

アソシエイトディレクター 中間 雅彦
Mobile: +91 (0) 8860932929(India) / +81-(0)80-1226-6207(Japan) 
Email: masahiko.nakama@pwc.com 

http://www.mca.gov.in/
mailto:masaharu.koga@pwc.com
mailto:masahiko.nakama@pwc.com


アソシエイトディレクター 笠井 周(プネ/アーメダバード兼務)(日本国会計士)
Direct: +91 (0)124 4620442 / Mobile: +91(0) 9560106683
Email: chikashi.kasai@pwc.com

マネージャー 横山 義晃 (コルカタ兼務)(日本国会計士・税理士)
Direct: +91 (0)124 330 6824 / Mobile: +91(0) 9560335454
Email: yoshiaki.yokoyama@pwc.com

アソシエイト 芦田 千尋
Mobile: +91 (0) 9910397025  
Email: chihiro.ashida@pwc.com 

シニアアナリスト アマン クマール ソラン
Mobile: +91 9718880415
Email: aman.soran@pwc.com

【バンガロール事務所】(ハイデラバードおよびチェンナイ兼務) 
マネージャー 戸原 英則  (日本国公認会計士)
Direct: +91 (0) 80 4079 4118  / Mobile: +91 (0) 9902026401
Email: tohara.hidenori@pwc.com

【チェンナイ事務所】

アソシエイト 山崎 嘉夫
Direct: +91 (0)44 6607 5328  / Mobile: +91 (0) 9962817839 
Email: yoshio.yamazaki@pwc.com 
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the consequences of you or anyone else acting, or refraining to act, in reliance on the information contained in this publication or for any decision based on it. Without prior 
permission of PwCPL, this publication may not be quoted in whole or in part or otherwise referred to in any documents.  
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